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投資市場（US$ビリオン） 



不動産資産総額 
約2,300兆円 

法人所有不動産 
約490兆円 

収益不動産 
 約68兆円 

投資用不動産 
 【業種別内訳】 
  不動産業    34.1％ 
  サービス業   14.9％ 
  製造業     11.0％ 
  卸売・小売   10.2％ 
  運輸業     9.2％ 
  建設業     6.0％   

※資料：平成18年版土地白書をもとに作成 

※野村総研等の資料によると官公庁・自治体などの公的セク 
  ター所有の不動産は４７０兆円程度であると指摘されている。 

企業不動産 
（ＣＲＥ：Corporate Real Estate ） 

政府・自治体 
所有不動産  
約４７０兆円 

公共不動産 
（ＰＲＥ： Public Real Estate ） 



2010年を基準とした2050年の人口増減状況 

国土交通省白書より抜粋 
総務省「国勢調査」及び国土交通省推計値より作成 



国土交通省開示資料より抜粋 

我が国の住宅不動産の動向 



種類別空き家数の推移 

国土交通省白書より抜粋 
総務省「住宅・土地統計調査」及び国土交通省「住宅
着工統計」より作成 

既存住宅の流通シェア 

国土交通省白書より抜粋 
総務省「住宅・土地統計調査」より作成 



公共施設に関する新たな取り組み 減築 

改修前の県庁舎 
（平成26年3月撮影） 

改修後の県庁舎イメージ 

竣工から55年を経過し老朽化が進行してき

ていることから、災害応急対策に必要な耐震

性能の確保と、今後 40年程度使用すること

を目標として、改修工事を進めています。 

延床面積 階数 

改修前 28,013.10㎡ 地下1階・地上8階 

改修後 25,022.45㎡ 地下1階・地上6階 

青森県提供  

■青森県庁舎プロジェクト  
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財務省「法人企業統計」から算出された土地資産増減（簿価ベース）の歴史的推移を見てみる。 
全産業で2002年度に▲2,980億円と過去30年間で初めてマイナスに転じた。 

我が国の企業不動産の動向 

資料：財務省「法人企業統計」からニッセイ基礎研究所・百嶋徹主任研究員が作成。 



我が国の証券化不動産の動向 

  Ｊリートが取得する不動産はオフィス、住宅、商業施設等が中心であったが、近年では、商業施設、物流施設等への多様
化が進んでいる。 
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国土交通省開示資料より抜粋 

JREITの規模及び用途 



我が国の証券化不動産の動向 

  Ｊリートが取得する不動産はオフィス、住宅、商業施設等が中心であったが、近年では、医療福祉施設、宿泊施設、物流施設等への
多様化が進んでいる。 

商業施設 三井不動産系JREIT 

物流施設（JREIT) 宿泊施設 シンガポール政府系ファンド 

代官山アドレス ケネディクス系JREIT ジャイル 三菱商事系JREIT 

各社ポータルサイト及びIR資料より引用 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjomZ7uocfLAhVCoJQKHadyA-oQjRwIBw&url=http://8967.jp/ja_cms/progress/yachiyo.html&psig=AFQjCNFhgCaUJjD1--_Lja7hM5NN_1zTug&ust=1458288416778009


海外JREITの動向 日本にまだ存在しないREITアセット 

 ■IT・コミュニケーション系   
    携帯基地局、データセンター、コミュニケーションアセット（ブロードバンド回線） 

 ■インフラ系   
    送配電、天然ガスパイプライン、再生可能エネ、刑務所等 

 ■農業・森林系 
 ■レジャー・ホスピタル系 
    カジノ、会議場・展示場、エンターテイメント施設 

 ■オフィス系 
    政府関連施設、グリーンオフィス 

 ■住宅系 
    戸建賃貸住宅、学生寮・学生向け賃貸 

 ■商業系 
    コンビニ・スタンド・レストラン・ジム・シネマ、ストレージ   

国土交通省開示資料より抜粋 



インフラコンセッションにより急速に民営化が進展 
 

関西エアポート 
（オリックス・ヴァンシ） 

医療施設（清水建設） 

図書館（TSUTAYA） 
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http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjRgoOemoLRAhURhrwKHbqyCmYQjRwIBw&url=http://www.hazardlab.jp/t/16632&psig=AFQjCNHtufv8Do4J5CraWvqx5k14KIm-6Q&ust=1482303809154418


産業別 ICT 化スコア 

国土交通省白書より抜粋 
総務省「ICTによる経済成長加速に向けた課題と解決方法に関する調査研究報告書」より作成 



 

ビッグデータやAIなどICTの様々な新しいテクノロジーを駆使した「破壊的イノベーション」は金融業
界を発端にあらゆる分野にひろがりつつある。 

野村総合研究所 谷山智彦氏 不動産テックの最新動向とビジネスモデル研修セミナー資料をもとに作成 



 

フィンテックによる新産業の創出 

Technology Return Webサイトより抜粋  



海外 フィンテックテック事例  ①資金運用系 

これまで専門家が行ってきた株取引などの資金運用をAIなどを活用し自動化することで、
手数料無料もしくは格安で行える。 
海外における代表的なサービス: Acorns, Betterment, Wealthfront 

ビートラックス社ポータルサイト“freshtrax”より引用 

https://www.acorns.com/
https://www.betterment.com/
https://www.wealthfront.com/
http://blog.btrax.com/jp/
http://blog.btrax.com/jp/


海外 フィンテックテック事例  ②銀行代替系 

既存の銀行のATMネットワークを活用する事で、オンラインのみのサービスを実現。 
Webとモバイルアプリを通じ、銀行の代替になるサービスを提供。 
代表的なサービス: Simple, Moven 

ビートラックス社ポータルサイト“freshtrax”より引用 

https://www.simple.com/
https://www.moven.com/
http://blog.btrax.com/jp/
http://blog.btrax.com/jp/


海外 IOT事例  AI+シェリングエコノミー 

GoogleがGoogle X配下にあった自動運転車開発プロジェクトをスピンオフし、これからは
Alphabet傘下の「Waymo」という会社で進めることを発表。Googleは将来的には完全自動運
転を目指し、利用ユーザへの広告掲載により利用料をゼロにすることを狙っていると言わ
れている。 
 

Google公開資料およびsmoothgroover22より引用 

http://waymo.com/
https://www.flickr.com/photos/smoothgroover22/


 

不動産業界における不動産テックの成長 

野村総合研究所 谷山智彦氏 「不動産テックの最新動向とビジネスモデル」をもとに作成 



 

不動産テックによる新産業の創出 

CB INSIGHTS  Webサイトより抜粋  

https://cbi-blog.s3.amazonaws.com/blog/wp-content/uploads/2015/10/GRaphic-real-estate-tech.jpg


不動産テックの資金調達件数及び金額の地域別割合 

野村総合研究所 谷山智彦氏 「不動産テックの最新動向とビジネスモデル」をもとに作成 



 

不動産業界における不動産テックの成長 

野村総合研究所 谷山智彦氏 不動産テックの最新動向とビジネスモデル研修セミナー資料をもとに作成 



海外 不動産テック事例   
①マッチングプラットホーム系 

■先進事例：Zillow 
独自の不動産価格査定を提供することで不動産購入者と不動産業者をプラットホーム上で繋ぎ合わせ、広告収
入を得る。全米の約１億世帯に関するデータを保有し、物件情報提供・検索サービスや価格査定、匿名での不動
産市場公開、金融機関のローン見積もりなどを提供（データソースはMLS※）。 

Zillow社ポータルサイトより引用 
MLS:Multiple Listing Serviceの略で、アクセスできるのはライセンスを持ったブローカーなどに限られるが、物件
の状態、登記状況、所有者名、過去の価格データなど不動産に関するあらゆる情報を得ることが出来る。MLS
の売り物件の網羅性は非常に高く、それはブローカーが得た売り物件情報は24時間以内にMLSに登録しなけ
ればならない。 



海外 不動産テック事例   
②ビッグデータ系 

■先進事例：SmartZip 
今後一定期間で売り出される物件情報を予測し他社にさきがけたプロモーションと最適なマーケティングを可能と
する。不動産にかかるビッグデータを収集するだけでなく、売り出されるトリガーを個人の属性情報に基づいて予
測している。 

SmartZip社ポータルサイトより引用 



海外 不動産テック事例   
③業務効率系 

■先進事例：Hightower 
投資用不動産に関する総合的なアセットマネジメントプラットフォームを提供。不動産管理、資産管理に関する業
務（テナント管理・空室マネジメント）を総合的に管理するプラットフォームを提供。不動産オーナーと不動産ブロー
カーの両方に対しクラウドサービスを提供。 

Hightower社ポータルサイトより引用 

テナントレップ画面（貸室比較） 

オーナーポートフォリオ画面（案件分析） 



海外 不動産テック事例  ③業務効率系 Hightower の例 

Hightower社ポータルサイトより引用 

オーナー向け 
“Landlord360” 

テナント・レップ向け 
“Tenant Advisor” 

テナント 
（借手） 

契約管理
代行依頼 

営業 

契約代行 

営業 
代行依頼 

不動産運用を行う 

オーナーの代わりにテナント探す テナントの代わりに賃貸管理する 

HIGH TOWER 

営業管理機能 

不動産管理機能 

・テナント管理 
・スタッキングプラン 
 
 
  
・情報をブローカーとリアル 
 タイム共有 
 

営業管理機能 

・パイプライン管理 
・オーナー向けレポート出力 
・オーナーと情報共有 

分析機能 

・失注原因の調査 
・特定顧客の契約分析 

管理機能 

・パイプライン管理 
・テナントと情報共有 

エージェンシー・レップ向け 
(ブローカー) 

“Landlord Advisor” 

多店舗展開 
新規支店の検討 

案件比較機能 

“Landlord Advisor”の特徴 
・1クリックでレポート作成 
・取引一元管理 
・シーシング費の簡単比較 
・営業ツールの保管 
・モバイルデバイス対応 

“Tenant Advisor”の特徴 
・案件検索と自由なエクスポート 
・リマインダー機能 
・シーシング費の簡単比較 
・営業ツールの保管 
・モバイルデバイス対応 

“Landlord360”の特徴 
・リスク管理 
・リマインダー機能 
・スタッキングプラン 
・自動レポート作成 
・モバイルデバイス対応 
・ポートフォリオ管理 



国内 不動産テック事例   
①マッチングプラットホーム系 

マンションリサーチ株式会社は日本全国の住宅の価格相場を紹介する「Smoola」や簡易価
格査定を実施する「マンション．navi」など多様なサービスを展開。 

マンションリサーチ株式会社ポータルサイトより引用 



国内 不動産テック事例   
②ビッグデータ系 

リーウェイズ株式会社ポータルサイト「Gate」より引用 

リーウェイズ株式会社は投資用マンション不動産投資取引プラットフォーム「Gate」を正式
リリース。膨大なデータと人口知能により各不動産の将来キャッシュフローを推計しその裏
付けを示すサービス。 



国内 不動産テック事例   
③業務効率系 

プロパティデータバンク株式会社は不動産管理クラウドサービス「＠プロパティ」をオーナー向
け、アセットマネージャー向け、管理会社向け、プロパティマネージャー向け、ファシリティマ
ネージャー向けに提供。全国８００社１５万棟の不動産管理業務効率化を支援。 



③業務効率系 不動産管理クラウド＠プロパティ 

外部委託者 

財務会計システム 

CFO 

財務・管財 

経営企画 

人事・総務 

環境エネルギー 

アセットマネジャー 

不動産統合 

クラウド 

支店 

支店 

支店 

事業所 

支店 

営業所 

クラウド環境、アクセス制御、ワークフロー機能により、本支店間及び外部委託者（ＰＭ）との業務がシームレ
スに連携され、業務効率が飛躍的に高まります。 

アクセス 
制御 

電子 
承認 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjX7sTa8aDSAhXES7wKHdjMAm8QjRwIBw&url=http://kakaku.com/used/pc/ca=0020/s1=19/&psig=AFQjCNEPyfxboP7d7HbbB-jINnHcGBaqKA&ust=1487756103444184
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=0ahUKEwj_6OX68aDSAhXCyrwKHSidAgQQjRwIBw&url=http://shopping.yahoo.co.jp/category/2502/14241/recommend&psig=AFQjCNEPyfxboP7d7HbbB-jINnHcGBaqKA&ust=1487756103444184


③業務効率系  不動産管理クラウド＠プロパティ 

事業会社 FM Edition 

維持・保全 / コスト管理 

開発・運営 
プロパティ 
マネジメント PM Edition 

ビルメンテナンス 
BM Edition 

ホールディング 
カンパニー AM Edition 

グループＣＲＥ 
の一元管理 
 
ビックデータ解析 

ＰＦＩ等 
PRE Edition 

販売管理 

メンテナンス管理 

不動産基本データベース ＢＩツール 

ＬＣＣｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 

収益管理  / 固定資産管理 

設備・機器台帳 総合収支ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 固定資産台帳 

賃貸管理  / 原価管理 

ＰＭレポート 

受託・委託契約管理 メンテナンス管理 

長期修繕計画 

維持・保全 / コスト管理 

長期収支ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 

CRE Edition 



③業務効率系  不動産管理クラウドによるデータサイエンス 

＠プロパティが 
データセンターで管理する不動産データ 

 
契約データ 
修繕記録データ 
建物データ 
収支データ 
クレーム処理データ など 

データサイエンス 
分析 

利用者様が 
更に有効活用できるデータ 

 
退去確率の予測 
適正賃料の算出 
空室期間の予測 
改修効果の予測 
各施策の効果検証 など 



不動産テックの潮流 
●業界全体でのデータの活用や公開が進展し情報の非対称性が軽減する 
●不動産テックは新たなビジネスモデルや産業を創生する 
●経営改革は個社ではなく企業間あるいは業界全体で進展する 
 
 
 
 
 
 
 

まとめ 

日本の不動産全体の動向 
●不動産の長寿命化やストック活用は日本の不動産全体の課題である 
●インフラ・公的不動産では官民連係など大胆な取り組みが進展している 
●証券化不動産は多様化し、あらゆる産業を支えている 

IoTとの連携 経営改革・業務効率 ビッグデータ・AI 


